
令和3年3月現在

①対応済の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

2 9

・妊娠中に肺炎を起こした
場合、妊娠していない時に
比べて重症化しやすいと言
われている。そのため、妊
婦の方は新型コロナウイル
スに感染しないよう、神経
を使っておられる。里帰り
出産もできず、出産時はマ
スクをし、家族の立ち会い
や見舞いもできない。産後
も感染しないようにしなが
らの育児は本当に大変だと
思う。「安心して出産・子
育てができるまち」を掲げ
るのであるならコロナ禍に
産まれた赤ちゃんにも特別
定額給付金（特別祝い金）
を給付するべきではない
か。

・ご提案の特別祝い金につ
きましては、町の独自事業
として、コロナ禍における
出産や子育てに係る生活支
援策として取り組みたいと
考えております。
・出産・子育ての支援とし
て、担当部局とも連携しな
がら新生児の特別祝い金の
事業推進に向けてしっかり
と取り組んでまいりたい。 対

応
済

・町独自の「出産育児特別給
付金」として、１２月補正に
て予算を計上し、令和３年 １
月上旬に対象者へ通知発送を
行いました。現時点で支給対
象者の９０％にあたる４５９
人に対する支給手続きが完了
しており、申請が済んでいな
い対象者に対しては、今後、
個別連絡を行い、申請手続き
を 案 内 す る予 定と して いま
す。

総合政策課
健康保険課

2 9

・町有地の売却にあたり不
合理な処理が行われ、町の
財産管理や処分の在り方の
課題が見えた。ルールの策
定が必要。
①新地方公会計制度に移行
しているが、その意義をど
のように考え活用しようと
しているか。
③固定資産台帳の更新周期
を明確にすべき。
④「保有する財産の活用や
処分に関する基本方針」の
策定が必要。
⑤財産の売却処分等のルー
ル策定が必要。

・ご指摘のそれぞれの件に
つきまして、甚だ実施がで
きていない状況でございま
すので、今後については
しっかりと取り組みをさせ
ていただきたいと思ってお
ります。
①公会計制度については、
目的は十分わかっておりま
すので、それに沿うような
形でしっかりと取り組んで
いきたい。
③固定資産台帳の更新につ
いては、しっかりと見直し
をやっていきたい。
④財産の基本方針について
は、平成２８年度策定の町
の基本財産についての利活
用の方針があり、熊本地震
後に周知徹底ができていな
いので、その見直しがある
程度できた段階でお示しし
たい。
⑤財産についてのルールの
策定については公平公正の
立場でやることが大原則で
すので、しっかりと取り組
んでいく。

対
応
済

①現状の確認と将来の見通し
を踏まえた優先課題の把握を
行い、統一的な基準による固
定資産台帳の情報を基に、保
有している未利用資産を洗い
出し、財産の利活用及び売却
可能資産等の明確化に活用し
ています。
③固定資産台帳の更新につい
ては、年度当初に前年度変更
分 の 更 新 作業 を行 って いま
す。過去には、更新できてい
なかった資産もあったため、
今後は、より一層の注意を払
い な が ら 更新 作業 を進 めま
す。
④⑤平成２８年に大津町町有
財 産 利 活 用基 本方 針を 策定
し、運用について協議を行っ
ています。売却処分等のルー
ルについては、基本方針に示
されていますので、今後は、
売 却 処 分 検討 地・ 保有 継続
地・貸付地等、個々に運用を
協議し、また、資産毎に取得
の経緯や周辺状況が異なるた
め、詳細については個々に判
断して参ります。

財政課

対応方針・進捗状況

議会一般質問への対応状況



2 12

・乳幼児用離乳食の備蓄に
ついて

・今後、液体ミルク同様に
備蓄食料として購入し、子
育て健診センターでＰＲを
行い、併せて子育て世代の
防災意識の向上に繋げてま
いりたい。
・今後いつ起こるかわから
ない災害において備える必
要がございますので、現在
の液体ミルクと同様に平常
時におきましては乳幼児健
診などで活用しながら、一
定量の確保と入れ替えを行
いながら、子育て健診セン
ターに保管するなどし、防
災意識向上の啓発を含めた
運用を図ってまいりたい。

対
応
済

・乳幼児用非常食を３９袋
（１１７食分）整備し、子育
て健診センターにて保管をし
ております。乳幼児健診等に
啓発活動を行いながら備蓄管
理を行ってまいります。

総務課

2 12

・コロナ禍で失業したり、
収入減の人が増加している
と思われる。相談窓口の設
置が必要ではないか。相談
内容は営業だけでなく失業
や生活困窮、住宅確保、生
活保護など多岐にわたると
考えられる。ちらしやホー
ムページなどで啓発し、命
と暮らしを守るのが行政の
仕事。

・新型コロナウイルス感染
症の影響を受けまして、生
活困窮の相談が増えること
が予想されますので、くら
しの相談窓口につきまして
は、詳細な内容をホーム
ページ等を活用しながら、
さらなる周知を図ってまい
りたい。

対
応
済

●令和２年１２月１８日、町
ホームページに掲載しまし
た。
  ※掲載箇所の検索方法：次の
検索方法で「くらしの相談窓
口」ページへ移行 （新型コロ
ナウイルス感染症関連記事 ⇒
町民の皆さまへ） （福祉・保
健・子育て ⇒ 地域福祉・生活
保護） （くらし・手続き・生
活環境 ⇒ 相談窓口）
 
●令和２年１２月１８日、１
４：００からいもくん便り
（メール）にて登録されてい
る住民に対して一斉にメール
を送信しました。
 
※年末に社会福祉協議会が実
施した「フードパントリー」
事業情報も、１２月１８ 日に
併せて周知。情報を見られた
住民の方から、相談やフード
パントリー申込が複数ありま
した。
※今後もホームページ掲載の
継続などにより周知を継続し
ます。

福祉課

②対応中、対応方針を決定した案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

2 6

・行政手続きのオンライン
化や、キャッシュレス決済
は新型コロナウイルス感染
抑止の取り組みとともに、
町民の利便性向上、職員の
業務負荷軽減、コスト削減
などの効果が期待できる。
早急に民間サービス同様に
オンラインやキャッシュレ
スで完結できる体制を構築
する必要がある。

・キャッシュレス化につき
ましては、住民税や固定資
産税、それから国民健康保
険税等の公金の支払いにつ
いて、今年の４月からコン
ビニの納付に加え、さらに
クレジットカード等を使っ
て公金の支払いを行うシス
テムの導入について、現在
協議を進めており、整い次
第導入に向けて進めてまい
ります。

対
応
中

・税金（住民税、固定資産税
や 国 民 健 康保 険税 ）の クレ
ジットカード払いやスマホ決
済について、令和３年度中の
システム導入に向けて進めて
います。
・使用料のキャッシュレス化
や公共施設等のオンライン申
請についても先進事例を参考
にしながら引き続き関係課と
検討を行います。

総合政策課

対応方針・進捗状況



2 9

・これから先も人類とウイ
ルスとの戦いは続く、ハー
ドの整備に公共手洗場兼噴
水や休憩所を設置し街並み
や衛生効果を高められる町
とし、総合的な公衆衛生へ
とつなげ、その予防効果は
住みやすさとなり経済効果
へ続くものと考えられる。

・財政的な課題もあります
が、新庁舎西側のトイレ整
備とあわせまして、衛生面
に気を付けて休憩所を兼ね
て、公共手洗い場の検討を
行っていきたい。

対
応
中

【土木部】
・昭和園トイレ手洗い場につ
きましては、タッチレス（自
動）水栓を設置しました。 清
正公道公園トイレ手洗い場に
つきましては、寒冷地仕様の
ためタッチレス水栓の設置が
で き ま せ んで した が、 プッ
シュ式水栓（自動止水）を設
置しています。
・感染症対策として、できる
だけ非接触を考えて設置を行
いました。
【庁舎建設推進課】
・新庁舎の開庁に向けた西側
トイレの改修を予定していま
すので、併せて公共手洗い場
の設置を含めた設計を実施中
です。
  

都市計画課
庁舎建設
推進課

2 12

・マンホールトイレの整備
状況について

・マンホールトイレの整備
につきましては、今後の状
況を検証し、施設整備とあ
わせて考えてまいりたい。
・状況に応じまして下水道
に連結したマンホールトイ
レ等の整備についても今後
検討してまいりたい。

対
応
中

・マンホールトイレにつきま
しては、指定避難所の使用実
績及び下水道の整備状況を精
査するとともに、町が備蓄し
ている簡易トイレの使用も含
めて比較検討を行ってまいり
ます。

総務課

2 12

・申請書等の押印廃止につ
いて

・これから早急にロード
マップを策定いたしますの
で、その中でできるものに
ついては早急に取り組んで
いきたい。

対
応
中

・昨年１２月末に内閣府から
「押印見直しマニュアル」が
示され、既に庁内会議におい
て組織の意思統一と組織体制
の構築を終えている。
・押印の見直しスケジュール
は①組織の意思統一、②組織
体制の構築、③見直し基準の
策定、④手続の実態把握、⑤
見直しの検討（合理性や整合
性の確認）、⑥押印の見直し
（条例や規則等の改正）の流
れで行うこととなる。
・現在は見直し基準の策定を
行っており、今後は、条例や
規則等で規定されている申請
書等の約３６０種類以外も含
めた手続の実態把握のために
各課が所管する申請書類等の
洗い出しを行い、内閣府が作
成した押印見直し判断基準
（押印を求める意味、趣旨の
合理性、代替手段の可否）を
参考に手続ごとに合理性や整
合性の確認を行う必要があ
る。
・基本的には令和３年度上半
期を目途に押印見直しを行
う。 （内部手続きについても
押印の見直しが必要であり、
遅くとも年度内に見直しを行
う予定。）

総合政策課



2 12

・複数の手続きをワンス
トップで、書かずに行える
「おくやみコーナー」の設
置について

・ご遺族のご負担をできる
限り減らし、スムーズに事
務手続きが終えるよう、新
庁舎開庁に向け、システム
の修正や機能追加、さらに
「おくやみハンドブック」
の見直し等を行いたい。
・新庁舎開庁に向け、 「お
くやみコーナー」の設置に
ついて他市町村を参考にし
ながらできる限り記入回数
を減らして手続きが行える
よう、配置や手続内容につ
いて関係課と調整し、充実
した内容にしていきたい。
・おくやみハンドブックに
ついても、新庁舎開庁に伴
い、配置図の掲載や他市町
村のハンドブックを参考に
しながら、円滑に手続きが
できるよう修正していきた
い。

対
応
中

・手続きに来られた方の申請
書等への記入回数が減るよ
う、窓口部会で協議を重ね、
税務課の相続人代表指定届
書、健康保険課の国保葬祭費
支給申請書、及び請求書、住
民課の住民票申請書、福祉課
の身障手帳変更・返還届書を
連動させたエクセルのシステ
ムを作成し活用を開始したこ
とで記入回数を減らすことが
できた。今後は介護保険と後
期高齢との連携もできるよう
システムの改善を行う予定。
・新庁舎開庁後は、配置図の
掲載等おくやみハンドブック
を見直すことや、来庁者が各
課を回らず住民課窓口で手続
きが済むよう、各担当職員が
出向く形で対応するよう令和
３年４月以降関係課と協議を
行う予定。

住民課

2 12

・大津町運動公園スポーツ
の森・大津周辺への新駅設
置を求める陳情を受けて、
まちづくりのリーディン
グ・プロジェクト「新駅を
核としたまちづくり計画」
を推進する考えはないか。

・国やＪＲなどと協議を行
うための資料として、新駅
設置に向けての可能性検討
調査を進めてまいりたい。
・庁内関係各課での課題の
整理と合わせ、新駅設置に
向けての可能性の検討を行
うための調査を行いたい。

対
応
中

・引き続き庁内関係各課での
課題等の整理を進めながら、
来年度には新駅設置に向けて
の可能性検討調査などを行
い、またＪＲ九州などの関係
機関との協議を進めながら周
辺の開発と合わせて今後の方
向性を形作っていきたい。
  

総合政策課

2 12

・病児保育施設の設立を ・看護・保育ができる施設
の充実に向け、今後も継続
して事業者等との協議を進
めながら、子育て中の保護
者が安心して働ける環境整
備を図っていきたい。
・町内の医療機関や事業者
等とも協議をしながら環境
整備を進めていきたい。

対
応
中

・医師会、町内の関係医療機
関、受託団体と、令和３年度
中の移行に向けて協議中。

子育て支援課

2 12

・町の北、東、南エリアか
らの町中心部への往復に乗
り合いタクシーが導入さ
れ、とくに高齢者の方など
の大切な交通手段となって
いる。改善、充実が必要と
思われる点について
①既存の乗り合いタクシー
の便数を増やすこと。
②セントラル病院への直接
乗り入れの改善。
③町中心市街地エリアでも
乗り合いタクシーが必要。

①便数の増加につきまして
は、便数を増やした方がよ
いのか、あるいは現行の運
行時間帯を変更する必要が
あるのか、まずは現在の利
用状況を精査しながら、住
民ニーズの把握にさらに努
めてまいりたい。
  

対
応
中

・乗合タクシーのセントラル
病院への直接乗り入れは今年
２月より対応済。残りの 便数
増加や、町中心市街地エリア
への導入については、来年度
予定する地域公共交通計画の
策定と併せて利用状況を精査
しながら検討を進める。

総合政策課

③検討中の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課対応方針・進捗状況



28 12

・消防団活動の支援の輪を
広げる機能別消防団員を設
置し、消防団活動を更に強
化しないか。

・機能別消防団について
は、町消防団幹部会議にお
いて、議論を始められたと
ころです。今後、すでに機
能別消防団を設置している
自治体の状況や町消防団幹
部会議での検討結果を踏ま
えながら進めてまいりま
す。

検
討
中

・ 町 消 防 団幹 部会 議に おい
て、機能別消防団員について
検討を続けており、各分団に
おいても地元との協議及び説
明を行っている。また、団員
確保や処遇の問題等の課題と
併せ、消防団員定数の見直し
についても引き続き検討して
いる。地域防災力の低下や指
揮命令系統の乱れにつながら
ないよう慎重に協議を行って
いる。

総務課

健康保険課元 9

・新生児聴覚検査は、先天
性難聴の早期発見に有効と
して国が推奨しているが、
検査を受けるかどうかは任
意となっている。平均５，
０００円ほどの検査費負担
もあり、新生児の２割が検
査を受けていない状況であ
る。国は全ての新生児の難
聴検査の実施に向けて、全
国の自治体に積極的な公費
助成を求めているが、本町
にはこの助成制度がない。
早期に発見して適切な療育
を受ければ、言葉の発達へ
の影響を最小限に抑えるこ
とができる。新生児の先天
性聴覚障がいを早期に発見
し、療育を推進するため、
新生児聴覚検査の重要性を
周知するとともに、検査に
対する費用の助成を行うべ
きではないか。行政として
支援できる方策を積み重ね

ていくべきである。

・（難聴児の早期発見・早
期治療について）大津町独
自で実施できるようにやっ
ていきたいと考えている。

検
討
中

当町において、新生児聴覚検
査については、出生後の入院
期間中にほぼ１００％の 新生
児が検査受診をされている状
況。新生児聴覚検査で異常が
なかったとしても、新生児期
以降に遅れて難聴が生じるこ
とを避け、千人に１人と言わ
れる難聴児を見つけるため
に、町では生後1 か月児の保
護者に対して、質問票を通じ
て確認を行い、また、生後２
か月の「赤ちゃん訪問」や乳
幼児健診の際に難聴の疑いが
ないか確認を行っている。ま
た、難聴疑いが判明した場
合、県の福祉総合相談所に繋
ぎ、難聴との診断が出て補助
要件を満たした場合、補聴器
購入助成を行うなど総合的に
支援を行っている。
・熊本県主催の第1 回目の
「新生児聴覚検査に係る推進
協議会」が今月上旬に開催さ
れ、県内の新生児聴覚検査の
実施状況や課題等についての
整理が行われた。全国では、
都道府県が中心となり、聴覚
検査の委託料を統一して費用
の補助を行っている自治体も
あるが、県内では、過半数の
市町村が実施を予定していな
いため、 現状では、委託料の
統一による補助は厳しい状況
となっている。今後の「新生
児聴覚検査に係る推進協議
会」での協議結果を踏まえ、
検討を進める。


